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株主各位

(証券コード　5279)
2024年5月30日

株 主 各 位
香川県さぬき市志度4614番地13

日 本 興 業 株 式 会 社
代表取締役会長兼社長 多 田 綾 夫

【当社ウェブサイト】
https://www.nihon-kogyo.co.jp

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/5279/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第69期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第69期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご案内申し上げま
す。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事
項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載
しておりますので、いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認下さいますようお願
い申し上げます。

（上記当社ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「IR情報」「株主総会」を順に選
択いただき、ご確認下さい。）

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「日本興業」または
「コード」に当社証券コード「5279」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧情報/PR情報」
を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認下さ
い。）

　なお、当日のご出席に代えて、書面によって議決権を行使することができますので、後記
の株主総会参考書類をご検討下さいまして、お手数ながら議決権行使書用紙に賛否をご表示
のうえ、保護シールを議決権行使書にお貼り付けいただき、2024年６月20日（木曜日）午
後５時40分までに到着するようご送付いただきたく、お願い申し上げます。

敬　具
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株主各位

１．日 時 2024年６月21日（金曜日）午前10時
２．場 所 香川県さぬき市志度4614番地13

日本興業株式会社　本社　Ｒ＆Ｄプラザ「ギャラリウム」
（末尾の「会場ご案内図」をご参照下さい。）

３．会議の目的事項
●報 告 事 項

１. 第69期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）事業報告、連結計算書類
および計算書類の内容報告の件

２. 会計監査人および監査役会の第69期連結計算書類監査結果報告の件
●決 議 事 項
第１号議案 取締役９名選任の件
第２号議案 監査役１名選任の件
第３号議案 取締役(社外取締役を除く)に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
議決権行使書において、各議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示があったも
のとしてお取り扱いいたします。

記

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付へご提出下さいますようお願い申し上げます。
◎当日ご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。何卒ご理解を賜りますようお願い申し上げます。
◎本招集ご通知は、書面交付請求に基づく電子提供措置事項記載書面を兼ねております。なお、電子提供措置事
項のうち、次の事項につきましては、法令および当社定款第15条第2項の規定に基づき、本招集ご通知には記
載しておりません。
①.事業報告の「７．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他企業
集団の業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要」

②.連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」
③.連結計算書類の「連結注記表」
④.計算書類の「株主資本等変動計算書」
⑤.計算書類の「個別注記表」
従いまして、本招集ご通知に記載している事業報告、連結計算書類および計算書類は、会計監査人が会計監査
報告を、監査役が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部であります。
◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前頁のインターネット上の各ウェブサイトにおいて、その旨、修正
前および修正後の事項を掲載いたします。
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事業の経過およびその成果、対処すべき課題、設備投資等の状況、資金調達の状況、財産および損益の状況の推移、重要な子会社の状況、主要な事
業内容

（ 2023年 4 月 1日から
2024年 3 月31日まで ）

第　69　期　事　業　報　告

１. 企業集団の現況に関する事項
⑴ 事業の経過およびその成果

　当連結会計年度のわが国経済は、新型コロナウイルス感染症による影響が緩和され、社会・経
済活動の正常化が進んだものの、不安定な国際情勢や円安を背景に、原材料価格やエネルギーコ
ストの高騰の影響が残るなど、先行きは不透明な状況で推移いたしました。
　当社グループ（当社および子会社）の需要先である建設業界では、公共事業については、「国
土強靭化」や「防災・減災」などの重点施策に予算が配分され、コスト高騰に対する価格転嫁も
進んだことなどから好調に推移しました。一方、民間建設投資については、住宅市場における
2023年の新設住宅着工戸数が３年ぶりに減少したものの、堅調な企業の設備投資意欲などを背
景に底堅く推移しました。
　このような状況のもと、当社グループは、販売部門においては、現場の省力化や生産性向上の
ためのプレキャスト化を訴求すべく、役所や建設コンサルタントに向けた提案営業や新規顧客開
拓を鋭意推進し、受注獲得に努めてまいりました。また、開発・設計部門の支援による３次元デ
ータ等のデジタル技術を駆使しながら、高付加価値製品の拡販や難易度の高い特注物件の受注に
も注力いたしました。加えて、原材料価格やエネルギーコストの高騰に対処すべく、販売価格の
適正化にも取り組んでまいりました。
　一方、生産部門においても、原材料価格やエネルギーコストの高騰の影響を抑制すべく、生産
性の向上をより一層推進し、協力会社との連携も強化しながらさらなる原価の低減を推し進める
など、グループ一丸となって収益の向上に努めてまいりました。
　また、地域戦略として、東日本地区における土木資材製品の拡販によるシェア獲得に努めると
ともに、連結子会社の葉月工業株式会社（鹿児島県鹿児島市）との連携により、九州地区におけ
る本格的な事業展開に向け検討を進めてまいりました。加えて、優れた耐久性・安全性に加え、
既存の工法にない排水機能をもつ補強土擁壁工法「スリットウォール工法」を事業譲受し、山間
部や宅地造成等の法面や盛土の安全・安心確保に向けた提案工法として全国展開すべく対応を進
めてまいりました。さらには、脱炭素化についても重要な経営課題と位置づけ、2023年４月に
新設の「サステナビリティ推進室」を中心とした取組みを加速化すべく、カーボンニュートラル
に向けた低炭素型素材・製品の開発や再生可能エネルギーの導入など、具体的な施策を推し進め
てまいりました。
　当連結会計年度の業績は、土木資材事業が大型物件工事の進捗により好調に推移するととも
に、葉月工業株式会社の業績を連結の範囲に含めたことで、売上高は136億73百万円（前年比
20.6％増）となりました。
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期　別

区　分

前連結会計年度 当連結会計年度 前連結会計年度比増減

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 比 率
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

土 木 資 材 事 業 7,300 64.4 9,617 70.3 2,316 31.7

景 観 資 材 事 業 2,972 26.2 3,087 22.6 114 3.8

エ ク ス テ リ ア 事 業 1,062 9.4 968 7.1 △93 △8.8

合 計 11,336 100.0 13,673 100.0 2,337 20.6

　利益面については、増収や高付加価値製品の拡販効果に加え、販売価格の適正化の進捗などに
より、営業利益は４億14百万円（前年比47.6％増）、経常利益は４億64百万円（前年比43.3％
増）、親会社株主に帰属する当期純利益は２億95百万円（前年比48.6％増）となりました。
　当期の期末配当金につきましては、去る４月30日開催の取締役会におきまして、１株につき
30円（普通配当30円）とさせていただきました。
　セグメント別の状況は、次のとおりであります。

（セグメント別売上高の状況）

（土木資材事業）
　国や地方の推進する「国土強靭化」や「防災・減災」、「流域治水」などの重点施策への対策
を強化するとともに、建設現場における生産性向上や工期短縮化に向けたプレキャスト化への提
案を強力に推し進めた結果、主力のボックスカルバートを始め、側溝などの道路用製品が堅調に
推移したほか、関西地区において、港湾施設のメンテナンスに向けた高耐久性の走行路版および
港湾関連製品や、高速道路の橋脚に用いられる高耐久性埋設型枠「ＳＥＥＤフォーム」などが売
上を伸ばし、加えて、葉月工業株式会社の業績を連結の範囲に含めたことで、当セグメントの連
結売上高は96億17百万円（前年比31.7％増）となりました。
　新製品としては、港湾事業向けとして、荷役車両などの重荷重に対応でき、現場打ちと比較し
て急速施工が可能でメンテナンス性にも優れるプレキャスト型のコンテナマットや、フェンス支
柱孔を設け、天端部の斜め加工によりあらゆる縦断勾配への対応が可能な軽重量のＬ型擁壁「フ
ェンセルウォール」などを開発いたしました。また、素材開発においては、セメント使用量を抑
制し産業副産物である高炉スラグ微粉末に置換することで、通常コンクリートと同等の性能を維
持しつつＣＯ２排出量を半減可能な環境配慮型コンクリート「Ｎｅｃｏコンクリート」を開発
し、当社の既存製品への展開を推し進めました。
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（景観資材事業）
　駅前や公園・商業施設の整備・再開発事業に係る大型物件の受注に向けて、豊富な製品ライン
ナップと当社オリジナルの特注対応力を活かした提案営業を推進し受注獲得に努めたことで、主
力のバリアフリーペイブや透水タイプの舗装材はやや伸び悩んだものの、特注ベンチを始めとす
る高付加価値の擬石ファニチュア製品などが売上を伸ばした結果、当セグメントの連結売上高は
30億87百万円（前年比3.8％増）となりました。
　新製品としては、視覚障がい者誘導用ブロックの両側面に配置することで、誘導用ブロックと
の輝度比を長期にわたり保ち、かつ景観にも優しい「カラーサポートブロック」を開発したほ
か、景観性を重視したデザインペイブに、幅広い施工パターンが可能な長尺タイプをアイテム追
加いたしました。また、前年度に開発した重車両対応型ブロック「ニューロッキングブロック」
について、現場施工のフォローを行い、今後の港湾事業における製品展開に道筋をつけたほか、
デジタル技術を製品設計や型枠製作に援用した擬石ファニチュアやグラフィックコンクリート等
の特注物件対応に鋭意取組み、ラインナップの拡充を図りました。

（エクステリア事業）
　水まわり製品を中心に新製品の投入や品揃えの強化によりラインナップの拡充を図り、エクス
テリア製品の販売を担当する連結子会社のニッコーエクステリア株式会社において、ハウスメー
カーを中心に提案営業を推し進め拡販に取り組んだものの、主力の立水栓を始めとするガーデン
関連製品が伸び悩み、その他の製品も振るわなかったことで、当セグメントの連結売上高は９億
68百万円（前年比8.8％減）となりました。
　新製品としては、カーボンニュートラルやヒートアイランド現象緩和に向けた取組みの一環と
して、ＣＯ２の吸収・固定化に優れた苔（スナゴケ）を用いた緑化ボードを開発したほか、立水
栓の排水口として設置されるフラットパンについて、本体内部に着脱可能な人工芝を配すること
で、周囲の人工芝とコーディネート可能なアイテムを追加いたしました。また、立水栓やガーデ
ンシンクのラインナップ強化に取組みました。

⑵ 対処すべき課題
　今後のわが国の経済情勢は、緩やかな回復基調が維持すると予想されるものの、不安定な国際
情勢や円安の持続を起因とする原材料価格やエネルギー価格の高騰が懸念されるなど、引続き不
透明な状況で推移するものと予想されます。一方、当社グループの需要先である建設業界におい
ては、官需、民需ともに引続き堅調に推移するものと見込まれます。
　このような状況のなか、当社グループは、「サステナビリティ」を経営課題の中核に掲げ、Ｅ
ＳＧ（環境・社会・ガバナンス）やＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の基盤ともいえる「三方よ
し」の精神をグループ全体に浸透させながら、基本戦略である「収益性向上」「サステナビリテ
ィ取組み加速化」「人的資本活性化」に鋭意取組んでまいります。
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　具体的には、国の進める「国土強靭化」を始め、「防災・減災」「流域治水」「維持・補修」
などの重点テーマや建設現場の生産性向上へのソリューションとして、プレキャスト化のメリッ
トをユーザーに訴求しながら地域の需要や特性に応じた提案を推し進めるとともに、当社オリジ
ナルのカスタマイズ技術を駆使した高付加価値の製品・工法の開発と拡販に注力し、シェアおよ
び収益の拡大を目指してまいります。また、需要ボリュームの大きい関東地区における販売拡大
や、連結子会社の葉月工業株式会社を起点とした法面保護補修事業の拡大ならびに九州地区での
当社事業の早期展開を目指してまいります。加えて、今後も予想される原材料価格やエネルギー
コストの高騰への対策として、生産部門を始めとするあらゆる部門で管理強化と効率化によるコ
スト低減を図るとともに、販売価格の適正化も推し進めることで、利益の創出を図ってまいりま
す。
　サステナビリティへの取組みについては、「サステナビリティ推進室」が中心となり、脱炭素
型製品の開発・生産・販売を始め、再生可能エネルギーの採用やブルーカーボンへの取組み等を
推し進め、2040年までのカーボンニュートラル実現を目指すとともに、ウェルビーイングやＢ
ＣＰ（事業継続計画）およびコンプライアンス等の拡充にも注力することで、当社グループの持
続可能性も高めながら、サステナブルな社会の実現に貢献してまいります。
　また、当社は人的資本の活性化がグループ全体の持続的成長に不可欠であると認識しており、
社員一人ひとりの能力開発・成長により生産性向上を促進すべく、女性社員の活躍推進を始め、
教育・研修の充実や健康経営への取組み強化、リスキリングの促進等を通じて、成長戦略を具現
化してまいります。
　一方、東京証券取引所より要請の「資本コストと株価を意識した経営の実現に向けた対応」に
ついても重要な経営課題のひとつと位置づけ、現在策定中の中長期経営計画における成長戦略に
基づき持続的に収益性を高めていくとともに、株主還元の充実ならびにステークホルダーとの対
話を一層拡充することで、ＲＯＥ（自己資本利益率）およびＰＢＲ（株価純資産倍率）の向上に
努めてまいります。また、企業提携基本契約を締結中の積水樹脂株式会社との関係も、経営の独
立性は維持しつつも、お互いの事業上の強みを活かしながらパートナーシップの強化を図り、企
業グループ全体の成長に寄与してまいります。
　以上のような施策を当社グループが一丸となって取組むことで、中長期的な企業価値向上と持
続的成長を図りながら、経営理念である「美しく豊かな環境づくり」の実現に向けて鋭意挑戦し
てまいります。株主の皆様におかれましては、なにとぞ格別のご理解をいただき、今後ともより
一層のご支援、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

⑶ 設備投資等の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました設備投資の総額は、７億３百万円で、主なものは
次のとおりであります。
① 当連結会計年度中に完成した主要設備

（当社）
土木資材事業 土木型枠一式
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事業の経過およびその成果、対処すべき課題、設備投資等の状況、資金調達の状況、財産および損益の状況の推移、重要な子会社の状況、主要な事
業内容

景観資材事業およびエクステリア事業 志度工場　太陽光発電設備の設置
志度工場、北関東工場　生産設備の更新

② 当連結会計年度継続中の主要設備の新設、拡充
　該当事項はありません。

③ 重要な固定資産の売却、撤去、滅失
該当事項はありません。

⑷ 資金調達の状況
　上記の設備投資の必要資金は、自己資金を充当したほか、型枠、ＯＡ機器、車両などについて
はリースを活用いたしました。

区 分 2020年度
第66期

2021年度
第67期

2022年度
第68期

2023年度
第69期(当期)

売 上 高（百万円） 12,229 11,768 11,336 13,673
経 常 利 益（百万円） 480 420 323 464
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益（百万円） 327 273 198 295

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益（円） 112.96 94.33 68.61 101.93
総 資 産（百万円） 14,020 13,760 15,207 15,618
純 資 産（百万円） 7,016 7,161 7,484 7,660

⑸ 財産および損益の状況の推移

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数より期中平均自己株式数を控除した株式数に基づき算
出しております。

会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 主 要 な 事 業 の 内 容
百万円 ％

ニッコーエクステリア株式会社
（連　　結　　子　　会　　社） 90 100 建築資材の販売

造園工事の設計・施工
株 式 会 社 サ ン キ ャ リ ー
（連　　結　　子　　会　　社） 10 100 貨物取扱、配送センターの管理・運営

型枠製作、鉄筋加工品の製造・販売
葉 月 工 業 株 式 会 社
（連　　結　　子　　会　　社） 10 100 法面保護工事業

⑹ 重要な子会社等の状況
① 重要な子会社の状況

（注）当社は2024年２月26日付で葉月工業株式会社の発行済株式を追加取得し、これにより同社は当社の完全
子会社となりました。
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② その他の企業結合の状況
　積水樹脂株式会社は、当社の株式を690千株（出資比率22.52％）所有しており、当社は同
社と企業提携基本契約（業務提携、人材提携および資本提携）を締結しております。

⑺ 主要な事業内容
　当社の企業集団は当社および子会社３社で構成され、コンクリート二次製品の製造・販売なら
びにこれらに付帯する輸送、工事請負などの事業活動を行っております。
　当社グループの事業内容および当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは、次のとおりであ
ります。

土木資材事業……………公共事業向けのボックスカルバート、ヒューム管、重圧管、Ｌ型擁壁
ほか水路用・道路用・農林用・下水道用製品などであり、当社が製
造・販売しております。また、子会社の葉月工業株式会社は、主に法
面保護工事業を行っております。

景観資材事業……………パブリックスペース向けのコンクリート舗装材、擬木、擬石などであ
り、当社が製造・販売しております。

エクステリア事業………民間住宅向けのガーデン製品、積みブロックなどであり、当社が製
造・販売しております。また、子会社のニッコーエクステリア株式会
社は当社製品の一部を全国に販売しており、当社は同社の取扱い商品
の一部を仕入れております。

　子会社の株式会社サンキャリーは当社製品の運送手配および出荷業務を行っております。ま
た、同社は、当社グループの製品製造に係る型枠製作および鉄筋加工品の製造・販売も行ってお
ります。
　当社はその他の関係会社である積水樹脂株式会社と企業提携基本契約を締結しており、同社か
ら合成樹脂と金属の複合製品などを仕入れ、当社製品を同社へ販売しております。また、同社の
子会社である積水樹脂アセットマネジメント株式会社から資金の借入を行っております。
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主要な営業所および工場、従業員の状況

当 社

本 社 香川県さぬき市

営 業 所
四国（香川県）、中国（岡山県）、兵庫、大阪、
名古屋、関東（東京都）、北関東（茨城県）、
東北（宮城県）

工 場
高松（香川県）、徳島（徳島県）、志度（香川県）、
長尾（香川県）、柵原（岡山県）、北関東（茨城県）、
兵庫（兵庫県）、茨城（茨城県）

ニッコーエクステリア株式会社 本 社 香川県さぬき市
営 業 所 西日本（香川県）、東日本（埼玉県）

株 式 会 社 サ ン キ ャ リ ー
本 社 香川県さぬき市
営 業 所 四国（香川県）、関東（茨城県）
工 場 三木（香川県）、多和（香川県）

葉 月 工 業 株 式 会 社 本 社 鹿児島県鹿児島市

⑻ 主要な営業所および工場

セ グ メ ン ト の 名 称 従  業  員  数 （ 名 ） 前 期 末 比 増 減 数 （ 名 ）

土 木 資 材 事 業 240 7

景 観 資 材 事 業 95 7

エ ク ス テ リ ア 事 業 20 △5

全 社 共 通 45 7

合 計 400 16

⑼ 従業員の状況

（注）１. 従業員数は就業人員数であります。
２. 土木資材事業、景観資材事業およびエクステリア事業の人員は、それぞれ当該事業の事業本部、工

場、営業、開発および技術に関する業務に従事する人員であります。
３. 全社共通の人員は、主に当社の管理部門の人員であります。
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主要な借入先

借 入 先 借　入　金　残　高（百万円）

株 式 会 社 伊 予 銀 行 1,340

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 605

株 式 会 社 香 川 銀 行 529

株 式 会 社 中 国 銀 行 448

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 200

株 式 会 社 常 陽 銀 行 100

農 林 中 央 金 庫 50

⑽ 主要な借入先

（注）借入金残高は、長期借入金および短期借入金の合計額であります。
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会社の株式に関する事項、会社の新株予約権等に関する事項

⑴ 発行可能株式総数 7,200,000株

⑵ 発行済株式の総数 2,895,632株（自己株式168,568株を除く）

⑶ 株主数 1,530名

株 主 名 持　株　数（株） 持 株 比 率（％）

積 水 樹 脂 株 式 会 社 690,000 23.83

ニ ッ コ ー 共 栄 会 305,800 10.56

ニ ッ コ ー 持 株 会 147,512 5.09

Ｕ Ｂ Ｅ 三 菱 セ メ ン ト 株 式 会 社 111,320 3.84

株 式 会 社 伊 予 銀 行 78,300 2.70

ア サ ノ 産 業 株 式 会 社 72,328 2.50

中 山 盛 雄 67,240 2.32

株 式 会 社 香 川 銀 行 52,500 1.81

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 43,300 1.50

住 友 生 命 保 険 相 互 会 社 41,000 1.42

２. 会社の株式に関する事項

⑷ 大株主

（注）１. 当社は、自己株式 168,568株を所有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

３. 会社の新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。
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会社役員に関する事項、会計監査人の状況、剰余金の配当等の決定に関する方針

氏 名 地 位 お よ び 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

多 田 綾 夫 代表取締役会長兼社長

白 木 　 渡 取締役 国立大学法人香川大学委嘱講師

菊 池 　 友 幸 取締役
積水樹脂株式会社　取締役兼執行役員
財務・ＩＲ担当　第二事業本部長
住建事業部長

山 口 芳 美 取締役常務執行役員　管理部門管掌
総務人事部長

乗 松 伴 成 取締役執行役員　事業本部長
景観資材事業部　事業部長

一 條 　 岳 取締役執行役員　事業本部　副本部長
事業戦略室長

久 保 　 淳 取締役執行役員　経営管理部長
ＤＸ推進管掌 株式会社サンキャリー代表取締役社長

金 子 弘 朗 取締役執行役員　東日本支店長
北関東営業所長

川 人 秀 昭 常勤監査役

稲 葉 佳 正 監査役 積水樹脂株式会社　常勤監査役

谷 　 真 澄 監査役 谷真澄税理士事務所　税理士

４. 会社役員に関する事項
⑴ 取締役および監査役の氏名等

（2024年３月31日現在）

（注）１. 2023年6月23日開催の第68期定時株主総会終結の時をもって、福井彌一郎氏ならびに仙頭靖夫氏が
取締役を、多田章人氏ならびに新名均氏が監査役をそれぞれ退任いたしました。

２. 2023年6月23日開催の第68期定時株主総会において、菊池友幸氏ならびに一條岳氏が新たに取締役
に、稲葉佳正氏ならびに谷真澄氏が新たに監査役に選任され、それぞれ就任いたしました。

３. 取締役白木渡氏ならびに菊池友幸氏は、社外取締役であります。
４. 監査役稲葉佳正氏ならびに谷真澄氏は、社外監査役であります。
５. 監査役稲葉佳正氏は、積水樹脂株式会社において、経営管理および監査全般に係る豊富な経験を有し

ており、財務および会計ならびに監査に関する相当程度の知見を有しているものであります。
６. 監査役谷真澄氏は、税理士の資格を有しており、財務および会計ならびに税務に関する相当程度の知

見を有しているものであります。
７. 当社は、取締役白木渡氏ならびに監査役谷真澄氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として

同取引所に届け出ております。

－ 12 －



2024/05/17 11:06:57 / 23073316_日本興業株式会社_招集通知_電子提供措置用

会社役員に関する事項、会計監査人の状況、剰余金の配当等の決定に関する方針

区 分
支 給
人 数

報酬等の種類別の額
計

固定報酬 業績連動報酬等

取 締 役 ９名 33,525千円 7,140千円 40,665千円

監 査 役 ３名 10,650千円 ─ 10,650千円

計 12名 44,175千円 7,140千円 51,315千円

業績指標

企業年次計画 実　績

金　額
（百万円）

対前年
伸長率
（％）

金　額
（百万円）

対前年
伸長率
（％）

達成率
（％）

（連結）売上高 13,300 17.3 13,673 20.6 102.8
（連結）経常利益 430 32.7 464 43.3 108.0

⑵ 取締役および監査役の報酬等に関する事項
① 当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の総額等

（注）１. 上記には、使用人兼務役員の使用人分給与相当額（賞与含む）37,275千円は含まれておりません。
２. 業績連動報酬等に関する事項

　当社は、連結売上高および連結経常利益の対前年伸長率ならびに企業年次計画の達成率を業績指標
として、各役員による全社的経営課題や担当部門に係る課題への貢献度等、定性的要素も勘案して業
績連動報酬額を決定しております。当該業績指標は、当社グループにおける成長性、収益性や生産性
の向上度合を経営成果として測定・評価するのに最適であると判断し選定しております。なお、業績
連動報酬は、当連結会計年度の当該業績指標の実績をベースに、定性的要素や過去の支給実績等も加
味して算定しております。当連結会計年度に係る当該業績指標に関する実績は次のとおりでありま
す。

② 取締役および監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　取締役の金銭報酬の額は、1997年６月27日開催の第42期定時株主総会において年額
150,000千円以内と決議しております（使用人兼務取締役の使用人分給与は含みません）。
当該株主総会終結時点の取締役の員数は９名です。
　監査役の金銭報酬の額は、1997年６月27日開催の第42期定時株主総会において年額
40,000千円以内と決議しております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は３名です。

③ 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
　当社は、2021年２月12日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係
る決定方針を決議しており、その概要は次のとおりであります。
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会社役員に関する事項、会計監査人の状況、剰余金の配当等の決定に関する方針

　基本報酬は、役位や職責、在任年数に応じた月例の固定報酬として支給しており、業績連
動報酬については、各事業年度における連結売上高および経常利益の対前年伸長率ならびに
企業年次計画の達成率を主要な指標と定め、各業務執行取締役による全社的経営課題や担当
部門に係る課題への貢献度等、定性的要素も総合的に勘案し、賞与として当該事業年度終了
後の一定の時期に支給することとしております。また、業務執行取締役の種類別の報酬の割
合については、役位、職責、当社と同程度の事業規模の他社の動向等を踏まえて決定するこ
ととし、上位の役位ほど業績連動報酬の比率が高まる構成としております。なお、監督機能
を担う社外取締役の報酬は、基本報酬のみ支給することとしております。
　取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方
法および決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることを確
認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

④ 取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
　取締役会は、代表取締役多田綾夫氏に対し、取締役の個人別の報酬等に係る内容の決定を
委任しております。委任した理由は、当社全体の業績等のみならず各取締役による全社的経
営課題や担当部門に係る課題への貢献度等の定性的要素も総合的に勘案し評価を行うには、
代表取締役が最適であると判断したためであります。なお、取締役会の決議による委任を受
けた代表取締役は、管理部門管掌担当取締役の策定した原案を検討の上、取締役の個人別の
報酬の内容を決定しております。なお、2024年３月14日開催の取締役会の決議により、取
締役会は、当該権限が代表取締役によって適切に行使されるよう、指名・報酬委員会に原案
を諮問し答申を得るものとし、上記委任を受けた代表取締役は、当該答申の内容を尊重して
決定しなければならないこととしております。

⑤ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、当社の取締役、監査役ならびに執行役員の全員を被保険者とする会社法第430条
の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該
保険契約は、被保険者が会社の役員等の地位に基づき行った行為（不作為を含みます。）に
起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等を填
補するもので、被保険者の全ての保険料を当社が全額負担しております。ただし、被保険者
の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、贈収賄などの犯罪行為や意図的に違
法行為を行った場合の損害等は填補の対象外としております。
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会社役員に関する事項、会計監査人の状況、剰余金の配当等の決定に関する方針

区 分 氏 名
出席状況、発言状況および

社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要
取 締 役 白 木 　 渡 取締役会13回開催のすべてに出席いたしました。主に、リスク管理に関す

る観点から発言を行っており、防災や危機管理などの専門分野に係る知見
に基づいた監督、助言等を行うことで、当社経営における意思決定の妥当
性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。

取 締 役 菊 池 　 友 幸 2023年６月に取締役就任以降開催された取締役会10回すべてに出席いた
しました。主に、経営管理に関する観点から発言を行っており、財務会計
や経営管理に係る豊富な経験に基づいた監督、助言等を行うことで、当社
経営における意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果
たしております。

監 査 役 稲 葉 　 佳 正 2023年６月に監査役就任以降開催された取締役会10回、監査役会10回開
催のすべてに出席いたしました。主に、財務および会計ならびに監査に係
る豊富な経験から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するため
の発言を行っております。また、監査役会において、当社経理および内部
監査について適宜発言を行っております。

監 査 役 谷 　 真 澄 2023年６月に監査役就任以降開催された取締役会10回、監査役会10回開
催のすべてに出席いたしました。主に、税理士としての専門的見地から、
取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っており
ます。また、監査役会において、当社財務および内部監査について適宜発
言を行っております。

⑶ 社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

　取締役白木渡氏は、国立大学法人香川大学委嘱講師であります。当社と兼職先との間には
特別な関係はありません。
　取締役菊池友幸氏は積水樹脂株式会社の取締役兼執行役員であり、監査役稲葉佳正氏は積
水樹脂株式会社の常勤監査役であります。同社は当社の株式を持株比率で23.83％（ 690千
株）所有しており、当社は同社と企業提携基本契約（業務提携、人材提携および資本提携）
を締結しております。

② 当事業年度における主な活動状況

③ 責任限定契約の内容の概要
　当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限
定する契約を社外取締役白木渡、菊池友幸ならびに社外監査役稲葉佳正、谷真澄の各氏と締
結しておりますが、概要は以下のとおりであります。
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会社役員に関する事項、会計監査人の状況、剰余金の配当等の決定に関する方針

支 給 人 数
報 酬 等 の 種 類 別 の 額 親 会 社 又 は 当 該 親 会 社 の

子 会 社 か ら の 役 員 報 酬 等固 定 報 酬 業 績 連 動 報 酬 等
５名 6,000千円 － －

　社外取締役および社外監査役は、本契約締結後、その任務を怠ったことにより会社に対し
て損害を与えた場合において、その職務を行うにあたり善意でかつ重大な過失がないとき
は、会社法第425条第１項各号に定める金額の合計額を限度として賠償責任を負うものとす
る｡

④ 当事業年度に係る社外役員の報酬等の総額等

① 公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬 32,700千円
② 当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 32,700千円

５. 会計監査人の状況
⑴ 会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

⑵ 責任限定契約の内容の概要
　当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定
する契約を会計監査人有限責任監査法人トーマツと締結しておりますが、概要は以下のとおり
であります。
　会計監査人は、本契約締結後、その任務を怠ったことにより会社に対して損害を与えた場合
において、その職務を行うにあたり善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１
項各号に定める金額の合計額を限度として賠償責任を負うものとする。

⑶ 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬額を明確に区別しておらず、かつ、実質的にも区分できないため、上記の金額はこれら
の合計額を記載しております。

⑷ 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

⑸ 会計監査人の報酬等の額に同意した理由
　監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、監査の実施状況および報酬見積等が適切である
かどうか必要な検証を行ったうえで会計監査人の報酬等の額について同意しております。
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会社役員に関する事項、会計監査人の状況、剰余金の配当等の決定に関する方針

⑹ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社は、会計監査人が会社法第340条に規定する解任事由に該当する場合には、監査役全員
の同意に基づき監査役会が解任するほか、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認
められる場合、監査役会において株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する
議案の内容を決定いたします。

６. 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、企業体質の強化を図るとともに株主の皆様への利益還元を充実させていくことを経
営の重要課題と考えております。また、今後も予断を許さない経営環境のなかで、収益力を強
化するとともに内部留保の充実も考慮した剰余金の配分に努めてまいります。
　内部留保の使途につきましては、今後の生産設備の拡充やＤＸ化を始め、既設生産・加工設
備の合理化・省力化のための設備投資や製品開発投資ならびに新情報・物流システムの開発に
よる販売強化、事業拡大のためのＭ＆Ａなどへの資金需要に充てる一方、借入金の返済を進め
るなど、有効な活用を図る所存であります。
　また、自己株式の取得につきましても、当社の財務状況や株価の推移などを勘案しつつ、必
要に応じて適切に対応していく予定であります。

（注）本事業報告の記載金額および株式数については、表示単位未満の端数を切り捨てております。
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連結貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額
（資　 産　 の　 部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受取手形、売掛金及び契約資産

電 子 記 録 債 権
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
未 成 工 事 支 出 金
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
リ ー ス 資 産
そ の 他

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
退 職 給 付 に 係 る 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他　

8,185,384
1,454,460
3,174,600
1,497,826
1,411,327
99,836
102,301
368,761
78,570
△2,300

7,433,608
6,105,831
979,266
691,136
3,906,909
386,526
141,993
231,527

1,096,249
665,098
303,223
27,750
100,177　

（負　 債　 の　 部）
流 動 負 債 6,642,985
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 1,272,322
電 子 記 録 債 務 1,646,503
短 期 借 入 金 2,420,208
リ ー ス 債 務 168,213
未 払 法 人 税 等 114,164
未 払 消 費 税 等 145,499
未 払 費 用 237,716
賞 与 引 当 金 179,674
役 員 賞 与 引 当 金 11,121
工 事 損 失 引 当 金 9,272
そ の 他 438,289

固 定 負 債 1,315,142
長 期 借 入 金 852,599
リ ー ス 債 務 256,807
繰 延 税 金 負 債 104,358
そ の 他 101,378
負 債 合 計 7,958,127

（純　資　産　の　部）
株 主 資 本 7,229,627
資 本 金 2,019,800
資 本 剰 余 金 1,984,603
利 益 剰 余 金 3,316,655
自 己 株 式 △91,431

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 431,237
その他有価証券評価差額金 328,222
退職給付に係る調整累計額 103,014
純 資 産 合 計 7,660,865

資 産 合 計 15,618,993 負 債 ・ 純 資 産 合 計 15,618,993

連 結 貸 借 対 照 表
（2024年３月31日現在）

単位：千円（単位未満切捨）
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連結損益計算書

科 目 金 額
売 上 高 13,673,182
売 上 原 価 10,911,387

売 上 総 利 益 2,761,795
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,347,525

営 業 利 益 414,269
営 業 外 収 益
受 取 利 息 3,614
受 取 配 当 金 17,058
受 取 賃 貸 料 13,457
工 業 所 有 権 実 施 許 諾 料 4,763
物 品 売 却 益 14,335
雑 収 入 18,171 71,401

営 業 外 費 用
支 払 利 息 16,058
賃 貸 費 用 5,283
雑 損 失 104 21,446

経 常 利 益 464,224
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 229
補 助 金 収 入 12,655 12,884

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 907
固 定 資 産 圧 縮 損 12,655 13,562

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 463,546
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 142,522
法 人 税 等 調 整 額 13,341 155,864
当 期 純 利 益 307,682
非支配株主に帰属する当期純利益 12,528
親会社株主に帰属する当期純利益 295,153

連 結 損 益 計 算 書
（2023年４月１日から2024年３月31日まで）

単位：千円（単位未満切捨）
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貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額
（資　 産　 の　 部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
未 成 工 事 支 出 金
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
借 地 権
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 前 払 費 用
差 入 保 証 金
前 払 年 金 費 用
そ の 他　

7,095,867
878,148
928,684
1,640,170
1,769,598
1,368,030
91,388
4,580

342,602
17,056
56,257
△650

8,081,424
5,884,219
692,607
216,435
626,298
18,567
49,272

3,845,025
380,641
55,370

160,309
114,689
31,706
13,913

2,036,895
220,252
1,618,992
15,385
17,734
155,085
9,445　

（負　 債　 の　 部）
流 動 負 債 6,464,111
支 払 手 形 413,808
電 子 記 録 債 務 1,619,170
買 掛 金 617,178
短 期 借 入 金 2,000,000
１年内返済予定の長期借入金 420,208
リ ー ス 債 務 164,938
未 払 金 245,020
未 払 費 用 166,694
未 払 法 人 税 等 80,673
未 払 消 費 税 等 113,672
預 り 金 312,197
賞 与 引 当 金 140,900
役 員 賞 与 引 当 金 7,140
設 備 関 係 支 払 手 形 15,324
設 備 関 係 電 子 記 録 債 務 44,940
設 備 関 係 未 払 金 60,960
返 金 負 債 30,418
そ の 他 10,866

固 定 負 債 1,229,813
長 期 借 入 金 852,599
リ ー ス 債 務 253,608
繰 延 税 金 負 債 59,235
長 期 未 払 金 7,977
長 期 預 り 金 56,393
負 債 合 計 7,693,925
（ 純  資  産  の  部 ）

株 主 資 本 7,157,133
資 本 金 2,019,800
資 本 剰 余 金 2,016,611
資 本 準 備 金 505,000
そ の 他 資 本 剰 余 金 1,511,611

利 益 剰 余 金 3,212,153
そ の 他 利 益 剰 余 金 3,212,153
繰 越 利 益 剰 余 金 3,212,153

自 己 株 式 △91,431
評 価 ・ 換 算 差 額 等 326,233
その他有価証券評価差額金 326,233
純 資 産 合 計 7,483,367

資 産 合 計 15,177,292 負 債 ・ 純 資 産 合 計 15,177,292

貸　借　対　照　表
（2024年３月31日現在）

単位：千円（単位未満切捨）
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損益計算書

科 目 金 額
売 上 高 11,375,612
売 上 原 価 9,182,944

売 上 総 利 益 2,192,667
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,897,978

営 業 利 益 294,689
営 業 外 収 益
受 取 利 息 1
受 取 配 当 金 16,777
受 取 賃 貸 料 20,946
工 業 所 有 権 実 施 許 諾 料 4,763
物 品 売 却 益 10,919
雑 収 入 19,325 72,733

営 業 外 費 用
支 払 利 息 14,000
賃 貸 費 用 6,334
雑 損 失 654 20,989

経 常 利 益 346,433
特 別 利 益
補 助 金 収 入 11,460 11,460

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 907
固 定 資 産 圧 縮 損 11,460 12,367

税 引 前 当 期 純 利 益 345,526
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 107,328
法 人 税 等 調 整 額 △5,041 102,287
当 期 純 利 益 243,238

損　益　計　算　書
（2023年４月１日から2024年３月31日まで）

単位：千円（単位未満切捨）
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

有限責任監査法人　トーマツ
高　松　事　務　所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 田 　 明
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 池 田 哲 也

2024年５月８日
日本興業株式会社
取締役会　　御中

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、日本興業株式会社の2023年4月1日から2024年3月31日までの
連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表
について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本
興業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における
職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を
果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記
載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内
容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、その
ような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
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　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手
続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ
適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性
及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に
基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど
うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類
の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連
結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手
した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい
るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎
となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠
を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で
監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合
又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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独立監査人の監査報告書

有限責任監査法人　トーマツ
高　松　事　務　所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 田 　 明
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 池 田 哲 也

2024年５月８日
日本興業株式会社
取締役会　　御中

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、日本興業株式会社の2023年4月1日から2024年3月
31日までの第69期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注
記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、
我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上
の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示
することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用におけ
る取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその
他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の
記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことに
ある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実
を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査人の監査報告書　謄本
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し
適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切である
かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること
にある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計
算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専
門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検
討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証
拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
られるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書にお
いて計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適
切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、
監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として
存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等
が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内
部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報
告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した
こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策
を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその
内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書
　当監査役会は、2023年４月１日から2024年３月31日までの第69期事業年度における取締役の職務の執行に関
して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査報告書
を作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受け

るほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、取締役、執
行役員及び監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも
に、以下の方法で監査を実施いたしました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役、執行役員及び使用人等からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所におい
て業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等
と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会
社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決
議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役、執行役員及び使用人等から
その構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし
ました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備して
いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告書　謄本
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監査役会の監査報告書

２. 監査の結果
⑴ 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システム
に関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

⑵ 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人 有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶ 連結計算書類の監査結果
　会計監査人 有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年５月８日
日本興業株式会社　監査役会

常勤監査役 川 人 秀 昭 ㊞
社外監査役 稲 葉 佳 正 ㊞
社外監査役 谷 　 真 澄 ㊞

　

－ 27 －



2024/05/17 11:06:57 / 23073316_日本興業株式会社_招集通知_電子提供措置用

取締役選任議案

候補者
番　号 氏　　名 現在の当社における地位

１
た

多　
だ

田　
あ や

綾　
お

夫 代表取締役会長
兼社長

再　任
　

2
や ま

山　
ぐ ち

口　
よ し

芳　
み

美 取締役
常務執行役員

再　任
　

3
し ら

白　
き

木　　　
わたる

渡 取締役 独立社外取締役候補者
　

再　任
　

4
き く

菊　
ち

池　
と も

友　
ゆ き

幸 取締役 社外取締役候補者
　

再　任
　

５
の り

乗　
ま つ

松　
と も

伴　
な り

成 取締役
執行役員

再　任
　

6
く

久　
ぼ

保　　　
あつし

淳 取締役
執行役員

再　任
　

7
い ち

一　
じょう

條　　　
が く

岳 取締役
執行役員

再　任
　

８
か ね

金　
こ

子　
ひ ろ

弘　
あ き

朗 取締役
執行役員

再　任
　

9
や ま

山　
だ

田　
ま さ

雅　
ひ ろ

宏 執行役員 新　任
　

株　 主　 総　 会　 参　 考　 書　 類

第１号議案 取締役9名選任の件
　本総会終結の時をもって取締役全員（８名）は任期満了となります。つきましては、経営体制
のさらなる強化のため１名を増員し、取締役9名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

－ 28 －
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取締役選任議案

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

1

た

多　
だ

田　
あや

綾　
お

夫
(1949年10月29日生)

    1968年    4 月 当社入社
    1991年    2 月 当社取締役就任
    2003年    6 月 当社取締役常務執行役員就任
    2007年    4 月 当社事業本部長
    2013年    6 月 当社常務取締役執行役員就任
    2014年    6 月 当社代表取締役社長、社長執行役員就任
    2019年    6 月 当社代表取締役会長就任
    2020年    7 月 当社代表取締役会長兼社長就任

現在に至る

16,056株

【取締役候補者とした理由】
　多田綾夫氏は、当社事業全般に係る深い知識と経験を有しているとともに、当社および当社グル
ープ会社の代表取締役としての職務を通じて、当社グループ経営全般に係る豊富な経験と知見を有
していることから、当社グループのさらなる企業価値向上を図るため、引き続き選任をお願いする
ものであります。

２

やま

山　
ぐち

口　
よし

芳　
み

美
(1957年５月12日生)

    1983年    4 月 当社入社
    2001年    5 月 当社総務部長
    2004年    6 月 当社秘書室長
    2007年    6 月 当社執行役員就任、総務部長
    2012年    4 月 当社執行役員管理部長兼総務担当部長
    2012年    6 月 当社取締役執行役員就任
    2012年    11月 当社管理部長兼総務担当部長兼

業務管理担当部長
    2015年    4 月 当社総務人事部長委嘱、現在に至る
    2019年    6 月 当社管理部門管掌委嘱、現在に至る
    2020年    6 月 当社取締役常務執行役員就任、現在に至る

6,800株

【取締役候補者とした理由】
　山口芳美氏は、当社において総務・人事を始めとする管理業務全般ならびにコーポレート・ガバ
ナンスに係る豊富な経験と知見を有していることから、当社グループの重要事項の決定および経営
執行の監督に十分な役割を果たし、さらなる企業価値向上に貢献することが期待できるため、引き
続き選任をお願いするものであります。

－ 29 －
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取締役選任議案

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

３

しら

白　
き

木　　　
わたる

渡
(1949年４月21日生)

    1981年    11月 鳥取大学工学部助教授
    1998年    4 月 香川大学工学部教授
    2012年    10月 四国防災共同教育センター長就任
    2015年    3 月 香川大学名誉教授
    2016年    4 月 香川大学四国危機管理教育･研究･地域連携

推進機構副機構長、危機管理先端教育研究
センター長就任

    2017年    10月 香川大学副学長就任
    2018年    4 月 香川大学地域・産学官連携戦略室室長就任
    2020年    6 月 当社取締役就任、現在に至る

－株

（重要な兼職の状況）
国立大学法人香川大学委嘱講師

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
　白木渡氏は、長年にわたり大学教授の要職にあり、都市計画や防災、危機管理などを専門分野と
して、産学官プロジェクトや地域貢献活動にも幅広く取り組まれていることから、専門分野に係る
豊富な経験に基づき当社経営について有益な意見や助言をいただいており、引き続き社外取締役と
しての選任をお願いするものであります。また、同氏には今後も、専門分野における幅広い知見を
生かし、経営全般に係る危機管理の観点から取締役の職務執行に対する監督、助言等をいただくこ
とを期待しております。
　なお、同氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与したことはありません
が、上記の理由により、今後も社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断してお
ります。

－ 30 －
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取締役選任議案

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

４

きく

菊　
ち

池　
とも

友　
ゆき

幸
(1967年２月13日生)

    1990年    4 月 積水樹脂株式会社入社
    2008年    7 月 同社経営企画室長
    2011年    4 月 同社経理部長
    2014年    4 月 同社執行役員就任
    2020年    6 月 当社取締役就任
    2021年    6 月 積水樹脂株式会社取締役就任
    2023年    4 月 同社第二事業本部長兼住建事業部長兼

コーポレート統括本部アドバイザー
    2023年    6 月 同社取締役就任

当社取締役就任、現在に至る
    2024年    4 月 積水樹脂株式会社取締役兼常務執行役員

就任、財務・ＩＲ担当兼コーポレート
戦略本部長、現在に至る

200株

（重要な兼職の状況）
積水樹脂株式会社　取締役兼常務執行役員
財務・IR担当兼コーポレート戦略本部長
積水樹脂ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社　代表取締役社長

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
　菊池友幸氏は、積水樹脂株式会社において経理部長や経営企画部長などを歴任され、現在、積水
樹脂株式会社の取締役兼常務執行役員の要職にあることから、財務会計や経営管理に係る豊富な経
験に基づき当社経営について有益な意見や助言をいただけるものと判断し、引き続き社外取締役と
しての選任をお願いするものであります。また、同氏には、積水樹脂株式会社における経験を生か
し、経営管理についての専門的な観点から取締役の業務執行に対する監督、助言等をいただくこと
を期待しております。
　なお、同氏は、過去に当社の業務執行者でない役員（社外取締役）であったことがあります。

－ 31 －
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取締役選任議案

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

５

のり

乗　
まつ

松　
とも

伴　
なり

成
(1960年１月５日生)

    1990年    2 月 当社入社
    2008年    4 月 当社中国支店長
    2008年    6 月 当社執行役員就任
    2009年    4 月 当社西日本支店長
    2011年    10月 当社営業本部営業推進担当部長
    2014年    6 月 当社土木資材事業部事業部長
    2020年    4 月 当社土木・景観事業本部長兼

土木資材事業部事業部長
    2021年    4 月 当社土木・景観事業本部長兼

景観資材事業部事業部長
    2021年    6 月 当社取締役執行役員就任、現在に至る
    2023年    4 月 当社事業本部長兼景観資材事業部事業部長
    2024年    4 月 当社事業本部長委嘱、現在に至る

2,800株

【取締役候補者とした理由】
　乗松伴成氏は、当社の支店長や事業本部長を歴任し、事業統括ならびに管理全般に係る豊富な知
識と経験を生かすことで、取締役として、当社グループの重要事項の決定および経営執行の監督に
十分な役割を果たすことが期待できると考え、引き続き選任をお願いするものであります。

６

く

久　
ぼ

保　　　
あつし

淳
(1961年５月７日生)

    1989年    11月 当社入社
    2005年    11月 当社総務部総務担当部長
    2006年    10月 東播商事株式会社出向、経理部長
    2011年    7 月 当社監査室長
    2014年    6 月 当社執行役員就任、経営管理部長
    2019年    6 月 当社取締役執行役員就任、現在に至る

当社経理財務部長兼経営管理部長
    2021年    10月 当社経営管理部長兼ＤＸ推進管掌委嘱

現在に至る

4,500株

（重要な兼職の状況）
株式会社サンキャリー代表取締役社長

【取締役候補者とした理由】
　久保淳氏は、当社グループにおいて経理・財務全般および経営管理に係る豊富な知識と経験を有
していることから、取締役として、当社グループの重要事項の決定および経営執行の監督に十分な
役割を果たすことが期待できると考え、引き続き選任をお願いするものであります。

－ 32 －
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取締役選任議案

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

７

いち

一　
じょう

條 　　　
がく

岳
(1957年６月19日生)

    1980年    4 月 株式会社オオバ入社
    2007年    6 月 同社大阪支店まちづくり部部長
    2014年    6 月 同社執行役員就任、大阪支店長
    2016年    6 月 同社上席執行役員就任、東京支店長
    2022年    6 月 当社顧問
    2023年    1 月 当社執行役員就任
    2023年    4 月 当社事業本部副本部長兼事業戦略室長
    2023年    6 月 当社取締役執行役員就任、現在に至る
    2024年    4 月 当社市場開拓部長委嘱、現在に至る

200株

【取締役候補者とした理由】
　一條岳氏は、株式会社オオバで上席執行役員や支店長を歴任され、当社においても事業戦略や市
場開拓に係る豊富な知識と経験を生かすことで、取締役として、当社グループの重要事項の決定お
よび経営執行の監督に十分な役割を果たすことが期待できると考え、引き続き選任をお願いするも
のであります。

8

かね

金　
こ

子　
ひろ

弘　
あき

朗
(1965年７月11日生)

    1986年    4 月 当社入社
    2012年    10月 当社西日本支店長
    2014年    6 月 当社執行役員就任、

西日本支店長兼営業推進部長
    2015年    4 月 当社近畿・中部支店長兼営業推進部長
    2022年    4 月 当社東日本支店長兼営業推進部長
    2022年    6 月 当社取締役執行役員就任、現在に至る
    2023年    4 月 当社東日本支店長兼北関東営業所長
    2024年    4 月 当社東日本支店長兼営業推進部長委嘱

現在に至る

1,600株

【取締役候補者とした理由】
　金子弘朗氏は、当社の支店長を歴任し、営業管理に係る豊富な知識と経験を生かすことで、取締
役として、当社グループの重要事項の決定および経営執行の監督に十分な役割を果たすことが期待
できると考え、引き続き選任をお願いするものであります。

－ 33 －
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取締役選任議案

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

９

やま

山　
だ

田　
まさ

雅　
ひろ

宏
(1964年１月14日生)

（新　任）

    1991年    3 月 当社入社
    2014年    6 月 当社開発部長、現在に至る
    2016年    6 月 当社執行役員就任、現在に至る

1,300株

【取締役候補者とした理由】
　山田雅宏氏は、当社に入社以来一貫して開発業務に携わり、製品開発を始めマーケティングや生
産管理に係る豊富な知識と経験を有していることから、取締役として、当社グループの重要事項の
決定および経営執行の監督に十分な役割を果たすことが期待できると考え、新たに選任をお願いす
るものであります。

（注）１. 各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２. 白木渡氏ならびに菊池友幸氏は、社外取締役候補者であります。
３. 白木渡氏および菊池友幸氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間

は、本総会終結の時をもって、白木渡氏が４年、菊池友幸氏が１年となります。
４. 当社は、白木渡氏および菊池友幸氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第

１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、両氏の再任が承認された場合には、当該契約を
継続する予定であります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項
各号に定める金額の合計額であります。

５. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結して
おり、当該保険契約の内容の概要は、事業報告の4.（2）⑤「役員等賠償責任保険契約の内容の概要
等」に記載のとおりであります。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保
険者となります。また、当該保険契約は、次回更新時においても同内容での更新を予定しておりま
す。

６. 白木渡氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、独立役員として同取引
所に届け出ております。同氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定でありま
す。
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監査役選任議案

候 補 者 氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

さ

佐 
さ

々 
き

木　
かつ

克 
よし

嘉
(1967年９月２日生)

（新　任）

    1991年    4 月 積水樹脂株式会社入社
    2010年    10月 同社土浦つくば工場長
    2016年    4 月 同社執行役員就任
    2017年    6 月 同社滋賀工場長
    2019年    6 月 同社取締役就任、現在に至る
    2021年    4 月 同社常務執行役員就任、現在に至る
    2021年    10月 同社技術開発・生産部門管掌

兼テクノセンター長兼技術研究所長
    2023年    6 月 同社サステナビリティ推進担当

兼安全・品質・環境担当兼購買担当
    2024年    4 月 同社サステナビリティ推進担当

現在に至る
（2024年６月　同社常勤監査役就任予定）

－株

（重要な兼職の状況）
積水樹脂株式会社　取締役兼常務執行役員
サステナビリティ推進担当

【社外監査役候補者とした理由】
　佐々木克嘉氏は、積水樹脂株式会社において工場長や生産部門管掌などを歴任され、現在は積水
樹脂株式会社の取締役兼常務執行役員の要職にあることから、生産技術・管理やサステナビリティ
全般に係る豊富な経験と幅広い知見に基づき、当社グループの経営執行などの適法性について客観
的・中立的な監査を遂行できるものと考え、新たに社外監査役としての選任をお願いするものであ
ります。

第２号議案 監査役１名選任の件
　本総会終結の時をもって監査役稲葉佳正氏が辞任されます。つきましては、新たに監査役１名
の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。

（注）１．監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．佐々木克嘉氏は、社外監査役候補者であります。
３．当社は、佐々木克嘉氏の選任が承認された場合、同氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定にしております。当該契約
に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項各号に定める金額の合計額であります。

４．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結し
ており、当該保険契約の内容の概要は、事業報告の4.（2）⑤「役員等賠償責任保険契約の内容の
概要等」に記載のとおりであります。佐々木克嘉氏が監査役に選任され就任した場合は、当該保
険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は、次回更新時においても同内容での更新を
予定しております。
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スキル・マトリクス

氏　　名
地位および

担当

特に期待する知見・経験・能力

企業経営
事業戦略
営業

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

製造
技術

研究開発
環境・社会
ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ 財務・会計 人事・労務

人材開発
ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ
リスク管理

多田　綾夫 代表取締役
会長 ○ ○ ○ ○ ○ ○

山口　芳美
代表取締役
社長

社長執行役員
○ ○ ○ ○

白木　　渡 独立
社外取締役 ○ ○

菊池　友幸 社外取締役 ○ ○ ○ ○ ○

乗松　伴成 取締役
常務執行役員 ○ ○

久保　　淳 取締役
執行役員 ○ ○ ○

一條　　岳 取締役
執行役員 ○

金子　弘朗 取締役
執行役員 ○

山田　雅宏 取締役
執行役員 ○ ○

川人　秀昭 常勤監査役 ○ ○ ○

佐々木克嘉 社外監査役 ○ ○

谷　　真澄 独立
社外監査役 ○ ○

【ご参考】
第１号議案「取締役９名選任の件」および第２号議案「監査役１名選任の件」が承認可決された場

合の取締役会および監査役会の構成ならびに各役員が有する知見・経験・能力は、以下のとおりとな
ります。

（注）上記一覧表は、各役員に特に期待する知見・経験・能力を示したものであり、各役員の有するすべての　
知見を表すものではありません。
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取締役（社外取締役を除く）に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の件

第３号議案 取締役（社外取締役を除く）に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の件

　当社の取締役の金銭報酬の額は、1997年６月27日開催の第42期定時株主総会において年額
150,000千円以内（使用人兼務取締役の使用人分給与は含みません。）とご承認いただいて今日
に至っております。
　今般、当社の取締役（社外取締役を除きます。以下、「対象取締役」といいます。）の報酬と
株式価値との連動性をより一層強めることにより、対象取締役に当社の企業価値の持続的な向上
を図るインセンティブを与えるとともに、対象取締役と株主の皆様との一層の価値共有を進める
ことを目的として、上記の報酬枠とは別枠で、対象取締役に対して譲渡制限付株式報酬制度（以
下、「本制度」といいます。）を導入するものとし、新たに譲渡制限付株式の割当てのための報
酬を支給することといたしたく存じます。
　本議案に基づき、上記の目的を踏まえ相当と考えられる金額として、対象取締役に対して支給
する金銭報酬債権の総額は年額15,000千円以内（使用人兼務取締役の使用人分給与は含みませ
ん。）といたします。また、各対象取締役への具体的な支給時期および配分については、指名・
報酬委員会の答申を踏まえ、取締役会において決定することといたします。
　なお、現在の取締役は８名（うち社外取締役２名）ですが、本株主総会で第１号議案が原案ど
おり承認可決されますと、９名（うち社外取締役２名）となります。
　対象取締役に対して割当てる譲渡制限付株式の内容は以下のとおりです。

１．譲渡制限付株式の発行に伴う払込みに関する事項
　対象取締役は、原則として毎事業年度、当社の取締役会決議に基づき支給される金銭報酬債
権の全部を現物出資財産として当社に給付し、当社の普通株式について発行又は処分を受ける
ものといたします。

２．対象取締役に対して割当てる譲渡制限付株式の数
　本制度により当社が対象取締役に対して発行又は処分する普通株式の総数は年12,000株を
上限といたします。但し、本株主総会の決議日以降の日を効力発生日とする当社普通株式の株
式分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。）又は株式併合が行われた場合、当該効力発生
日以降、必要に応じて合理的な範囲で調整できるものといたします。
　なお、本制度に基づき対象取締役に対して発行又は処分される普通株式の１株当たりの払込
金額は当該普通株式の募集事項を決定する各取締役会決議の日の前営業日の東京証券取引所に
おける普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終
値）を基礎として、対象取締役に特に有利な金額にならない範囲において取締役会にて決定い
たします。

－ 37 －



2024/05/17 11:06:57 / 23073316_日本興業株式会社_招集通知_電子提供措置用

取締役（社外取締役を除く）に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の件

３．対象取締役に割当てる譲渡制限付株式に関する事項
　当社と対象取締役との間で、以下の内容を含む譲渡制限付株式割当契約（以下、「本割当契
約」といいます。）を締結するものといたします（本割当契約により割当てを受けた普通株式
を、以下、「本割当株式」といいます。）。
(1) 譲渡制限期間

　対象取締役は、本割当株式の払込期日より３年間から５年間までの間で当社の取締役会が
予め定める期間（以下、「本譲渡制限期間」といいます。）、本割当株式について、譲渡、
担保権の設定、生前贈与その他の処分をしてはならないものといたします。

(2) 譲渡制限の解除条件
　対象取締役が本譲渡制限期間中、継続して当社の取締役その他当社取締役会で定める地位
にあったことを条件として、本割当株式の全部について、本譲渡制限期間が満了した時点を
もって譲渡制限を解除いたします。
　但し、対象取締役が、本譲渡制限期間が満了する前に、正当な理由により退任又は退職し
た場合又は死亡により退任又は退職した場合、譲渡制限を解除する本割当株式の数および譲
渡制限を解除する時期を、必要に応じて合理的に調整するものといたします。

(3) 無償取得事由
　対象取締役が本譲渡制限期間中、正当な理由によらず退任又は退職した場合には、当社は
本割当株式を当然に無償で取得いたします。
　また、上記(2)で定める譲渡制限解除時点において、譲渡制限が解除されない本割当株式が
ある場合には、当社はこれを当然に無償で取得いたします。

(4) 組織再編等における取扱い
　上記(1)の定めにかかわらず、当社は、本譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契
約、当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画その他の組織再編等に関する事
項が当社の株主総会（但し、当該組織再編等に関して当社の株主総会による承認を要さない
場合においては当社の取締役会）で承認された場合には、当社の取締役会の決議により、譲
渡制限を解除する本割当株式の数および譲渡制限を解除する時期を、必要に応じて合理的に
調整するものといたします。その場合、譲渡制限が解除された直後の時点において、譲渡制
限が解除されていない本割当株式がある場合には、当社はこれを当然に無償で取得いたしま
す。

(5) その他の事項
　本割当契約に関するその他の事項は、当社の取締役会において定めるものといたします。
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取締役（社外取締役を除く）に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の件

４．譲渡制限付株式を割当てることが相当である理由
　当社は2021年２月12日開催の取締役会において取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定
方針を定めており、その概要は事業報告の4.（2）③「取締役の個人別の報酬等の内容に係る
決定方針に関する事項」に記載のとおりであります。本議案に基づく本譲渡制限付株式の付与
は、当該方針に沿うものであり、本議案をご承認いただいた場合、当該方針を本制度を含む内
容に改定することを予定しております。また、本譲渡制限付株式の価値を付与に係る取締役会
決議時点の時価で評価した金額は年額15,000千円以内とすること、当社が対象取締役に対し
て発行又は処分する普通株式の総数は年12,000株を上限としており、発行済総数に対する希
釈化率は0.39％程度と軽微であることから、本譲渡制限付株式の付与は相当なものであると判
断しております。
　なお、本制度により対象取締役に割当てられた株式は、本譲渡制限期間中の譲渡、担保権の
設定、生前贈与その他の処分をすることができないよう、本譲渡制限期間中は、当社が定める
証券会社に対象取締役が開設する専用口座で管理される予定です。

（ご参考）
　当社は、本議案が承認可決された場合には、当社の執行役員および従業員に対しても上記
と同内容の本制度を導入する予定であります。

以　上
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地図

会場ご案内図

香川県さぬき市志度4614番地13
日本興業株式会社　本社　Ｒ＆Ｄプラザ「ギャラリウム」

Ｎ

志度寺 徳島文理大学

Ｒ11

百十四銀行 志度支店
日本興業株式会社
本社 Ｒ＆Ｄプラザ「ギャラリウム｣

至寒川

高松自動車道
志度IC

ことでん志度駅

さ
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署
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局

Ｊ
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尾

【交通アクセス】
●ＪＲ高松駅より高徳線「志度駅」下車、クルマで５分。
●高松自動車道「志度ＩＣ」よりすぐ。
●高松空港より、クルマで50分。


